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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　閉鎖的な水域の水底に堆積した水中堆積物を水と一緒に吸引して他の領域に流送するた
めの水中堆積物流送用の吸引パイプであって、
　両端が開口した可撓性を有する管材から形成され、該管材の一端が水の取り入れ口であ
る取水口とされ、他端が前記水中堆積物及び前記水を吐き出す吐出口側の接続端とされ、
　前記両端の中間部には、前記管材を折返して固定した折返し部が形成され、この折返し
部を含む前記管材の水底側に位置する下部にシート部材が密着されており、
　前記シート部材及び該シート部材が密着される部分の前記管材には、下部吸引孔が連穿
されるとともに、前記シート部材より水面側の上方にあって前記折返し部の先端部分にあ
たる前記管材の側部には、側部吸引孔が穿設され、
　更に、前記シート部材が密着された部分から前記取水口に向けて延在する前記管材の延
在部が、前記吸引パイプによる吸引とともに変化する前記水中堆積物の形状に追随して変
形可能な可撓性を有し、かつ、前記延在部の下部側には、その延在方向に前記下部吸引孔
及び前記側部吸引孔の吸引を補助する複数の吸引補助孔が並設されていることを特徴とす
る水中堆積物流送用の吸引パイプ。
【請求項２】
　折返し部のある管材の下部が切り欠かれ、この切り欠かれた部分にシート部材が密着さ
れる請求項１に記載の水中堆積物流送用の吸引パイプ。
【請求項３】
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　吸引補助孔の孔径が、管材の管径をｄとしたとき、０．２ｄ～０．７ｄである請求項１
から２のいずれかに記載の水中堆積物流送用の吸引パイプ。
【請求項４】
　管材の延在部に吸引補助孔を並設する間隔が、管材の管径をｄとしたとき、２ｄ～５ｄ
である請求項１から３のいずれかに記載の水中堆積物流送用の吸引パイプ。
【請求項５】
　シート部材の外縁部には、その縁沿いに水中堆積物の表面形状の変化に追随可能な可撓
性を有する錘が配設される請求項１から４のいずれかに記載の水中堆積物流送用の吸引パ
イプ。
【請求項６】
　折返し部の先端部分からのシート部材の張出し長さが、管材の管径をｄとしたとき、２
．５ｄ以下である請求項１から５に記載の水中堆積物流送用の吸引パイプ。
【請求項７】
　折返し部の側面部分からのシート部材の張出し長さが、管材の管径をｄとしたとき、１
ｄ～３ｄであり、前記シート部材の前記管材の長手方向に沿った長さが、５ｄ～１５ｄで
ある請求項１から６のいずれかに記載の水中堆積物流送用の吸引パイプ。
【請求項８】
　水中堆積物の堆積深さを予め把握し、その深さ及び前記水中堆積物の水中安息角から吸
引終了時に前記水中堆積物に形成されるすり鉢状の窪みの最大形状を割り出して算出され
る前記最大形状の斜面長さに対し、延在部の管長が長く設定されるとともに、その長く設
定された部分又はその部分の近傍まで吸引補助孔が並設される請求項１から７のいずれか
に記載の水中堆積物流送用の吸引パイプ。
【請求項９】
　取水口に屈曲したエルボー管が接続され、該エルボー管の開口端が上向きに設置される
請求項１から８のいずれかに記載の水中堆積物流送用の吸引パイプ。
【請求項１０】
　閉鎖的な水域の水底に堆積した水中堆積物を水と一緒に吸引して他の領域に流送する水
中堆積物の流送装置であって、
　請求項１から９のいずれかに記載の吸引パイプと、該吸引パイプの管内に前記水中堆積
物を吸引するための水流を発生させる水流発生手段と、を有することを特徴とする水中堆
積物の流送装置。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の水中堆積物流送装置を用い、閉鎖的な水域の水底に堆積した水中堆
積物を水と一緒に吸引して他の領域に流送する水中堆積物の流送方法であって、
　吸引パイプを前記水中堆積物の上に設置し、水流発生手段で前記吸引パイプの管内に水
流を発生させ、その水流で前記吸引パイプの管内を負圧にすることにより、下部吸引孔、
側部吸引孔及び吸引補助孔から前記水と一緒に前記水中堆積物を吸引させ、その負圧で前
記吸引パイプの折返し部を先端として前記水中堆積物に潜行させ、該先端を中心に前記水
中堆積物にすり鉢状の窪みを形成しながら前記水中堆積物を浚渫することを特徴とする水
中堆積物の流送方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、閉鎖的な水域の水底に堆積した水中堆積物を水と一緒に吸引して下流域など
の他の領域に流送するための水中堆積物流送用の吸引パイプ、及びその吸引パイプを備え
た水中堆積物の流送装置、並びにその流送装置を用いた水中堆積物の流送方法に関するも
のである。
【背景技術】
【０００２】
　ダム、溜池、下水処理場などの貯水施設や、自然の河川、湖沼、池、又は運河などの閉
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鎖的な水域では、その水底に土砂などの堆積物が沈殿・堆積し、貯水機能の低下、船舶の
運航などへの支障、水質・環境汚染などを引き起こすため、定期的に又は必要に応じて水
底に溜まった堆積物を浚って除去する浚渫作業を行う必要がある。
【０００３】
　例えば、治水、利水、或いは発電を目的として河川を堰き止めたダムの貯水池では、上
流域から河川により運ばれる土砂等がダムの底に堆積してゆき、ダムの有効貯水量が減少
してしまうという問題が発生すると共に、下流域への土砂の供給が減り、下流域での河床
低下や海岸浸食（砂浜痩せ）などの問題も発生する。
【０００４】
　このため、従来、台船などに設置されたクレーン等を用いて、バケットなどで堆積土砂
等を浚って陸上に汲み上げ、トラックなどの陸上輸送手段で河川の当該ダムより下流域に
移送して排出したり、他の場所に廃棄したりしていた。或いは、土砂交じりの泥土を吸引
可能な浚渫ポンプで堆積土砂等を水と共に吸引して下流域に放出することも行われていた
。しかし、これらの浚渫作業は、いずれも大掛かりな施設や動力が必要であり、交通の便
の悪い山間部などでは、装置そのものを設置することが困難なことや、コストが掛かり過
ぎるといった問題があった。
【０００５】
　このような問題を解決するために、特許文献１には、水中の沈殿物、堆積物、又は集積
物の中に、開口付きパイプを埋設し、上流端または上流部の開口部を水中に位置させるこ
とにより、上流端または上流部の水中にある開口から入った水が管路内を流れるに伴い生
じる管路内の負圧により開口周囲の沈澱物、堆積物又は集積物を管内に吸引しながら出口
へと送り出すようにする水中堆積物の流送方法、及びその装置等が開示されている。
【０００６】
　しかし、特許文献１に記載の水中堆積物の流送装置は、あまり大掛かりな施設や動力を
必要としない点でメリットがあるが、開口付きパイプを水中の堆積物に埋設する必要があ
り、既存のダム等に適用することが難しいという問題があった。
【０００７】
　また、本願の出願人らが出願した特許文献２には、側面部に開口部を備えた可撓性の掃
流管を堆積した土砂の上に開口部が塞がるように置き、この掃流管の基端部に吸引管を連
結して先端開口から基端部に水流形成手段で水流を形成して開口部に面する堆積土砂を掃
流しながら吸引輸送することで、この掃流管の先端開口を中心に形成される堆積土砂の円
錐状の窪みにその可撓性で追随させ、先端の大きな沈み込みと周囲の土砂の崩れ落ちによ
り、２次元形状の掃流管で、円錐状の３次元的な広範囲に亘って排砂できるようにした水
底堆積土砂の輸送方法及びその装置が開示されている（特許文献２参照）。
【０００８】
　しかし、特許文献２に記載の水底堆積土砂の輸送方法及びその装置では、水位差を利用
して経済的に堆積土砂の移送を行うことができるものの、（１）土砂吸引の進行につれ、
堆積土砂等にすり鉢状の窪みが形成され、この窪みの斜面から土砂等が崩落して水の取り
入れ口である先端開口が埋まってしまい、先端開口が閉塞して水流及び堆積土砂等の輸送
がストップしてしまう。（２）シート状部材が大きいので、土砂吸引の進行につれ、シー
ト状部材に浮き上がりや折れ曲がり、皺などが発生し、シート状部材と堆積土砂との間に
空間ができ、その空間が水みちとなって、土砂等の吸引力が減少してしまう。（３）シー
ト状部材の水中での展開が困難であるという問題点があった。
【０００９】
　このような問題点を解決するものとして、本願の出願人が出願した特許文献３には、効
率良く大量に、水底に堆積した水中堆積物を他の領域に流送する水中堆積物の流送方法及
び流送装置に用いられる吸引パイプが開示されている。この吸引パイプの概要を図１及び
図２に示す。吸引パイプ１００は、両端が開口した可撓性を有する管本体１５０から形成
され、一端が水の取り入れ口である取水口１０２ａとされ、他端が堆積物及び水を吐き出
す吐出口を有する流送管１０２に対する接続端１５１とされる。管本体１５０は、前記両
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端の中間で折り返されて形成される。その折返し部１５２では、下部が切り欠かれており
、この切り欠かれた部分にシート部材１５３が接着されている。また、シート部材１５３
より上方であって折返し部１５２の先端部分にあたる管本体１５０の側面部分に管本体１
５０内と連通する側部吸引孔１５５が穿設され、シート部材１５３には、管本体１５０内
と連通する下部吸引口１５４が複数穿設されている。なお、取水口１０２ａには、任意部
材としてエルボー管１５７が接続され、このエルボー管１５７の取水口１０２と接続され
る側と反対側の開口端を取水口１０２ａ’として、該取水口１０２ａ’が上向きになるよ
うに配されている。
【００１０】
　このように構成される吸引パイプ１００によれば、水中堆積物の吸引の進行につれ、す
り鉢状の窪みが形成され、この窪みの斜面から堆積物が崩落して、吸引パイプ１００の先
端に位置する側部吸引孔１５５から一度に高濃度の堆積物を吸引して詰まってしまったよ
うな場合でも、取水口１０２ａ（１０２ａ’）からの取水により、吸引パイプ１００の管
内の水流がストップせず、すり鉢状の窪みの中心部分が水底に到達するまで、堆積物を吸
引することが可能とされる。また、すり鉢状の窪みの形成過程において、窪みの表面形状
がなだらかな形状でなくなっても、その表面形状の変化に追随可能なシート部材で覆って
、その覆った範囲の水中堆積物を吸引パイプの管内に発生する負圧で下部吸引孔１５４か
ら効率良く吸引することが可能とされる。
　しかしながら、この吸引パイプ１００を用いた水中堆積物の移送においては、水中堆積
物の堆積深さが比較的浅い場合には、側部吸引孔１５５及び下部吸引孔１５４から水中堆
積物を効率良く吸引することが可能であるものの、水中堆積物の堆積深さが深くなると、
水中堆積物の吸引が困難となるという問題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開２００２－２９４６７７号公報
【特許文献２】特開２００６－２１４０９２号公報
【特許文献３】特開２０１０－１４４３５９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は、従来における前記諸問題を解決し、以下の目的を達成することを課題とする
。即ち、本発明は、大掛かりな施設や動力を必要とせず、単純な構造により実現可能であ
り、設置が容易なうえ経済的であり、天候に左右されず、水中堆積物の堆積深さが深い場
合であっても、水底に堆積した水中堆積物を効率良く安定的に他の領域に流送可能とする
水中堆積物流送用の吸引パイプ、並びに該吸引パイプを用いた水中堆積物の流送装置及び
流送方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　前記課題を解決するために、本発明者らが鋭意検討を行ったところ、以下の知見が得ら
れた。
　先ず、水中堆積物の堆積深さが比較的深い状況を設定した模擬試験において、出願人が
先に出願した特許文献３に開示される吸引パイプを用いて水中堆積物の流送を行うと、流
送を開始後、形成されるすり鉢状の窪みが浅い初期の段階では、水中堆積物の流送が可能
であるものの、吸引パイプの折返し部に穿設される側部吸引孔及び下部吸引孔から水中堆
積物の吸引が進むにつれ、吸引パイプの折返し部側が水中堆積物の中に潜行し、その潜行
深さが水中堆積物の表面からある程度深くなった段階に至ると、側部吸引孔及び下部吸引
孔からの水中堆積物の吸引がなくなり、吸引パイプからは、取水口から取水される水のみ
が流送される状況となることが確認された。
　そのため、すり鉢状の窪みが深くなるにつれ、水中堆積物の吸引がなくなる問題を新た
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な技術的課題として、これを解決するべく本発明者らが試行錯誤した結果、折返し部で折
り返された吸引パイプのシート部材が接着された部分から取水口に向けて延在する延在部
において、その延在方向の下部に複数の孔を並設すると、吸引パイプの折返し部側が水中
堆積物の中に潜行し、すり鉢状の窪みが深く進行した段階に至っても、安定して水中堆積
物を吸引可能であることの知見が得られた。
　このような吸引が可能となる要因としては、必ずしも定かではないが、以下のように推
察される。即ち、すり鉢状の窪みが深く進行した段階において、吸引パイプに設けられる
吸引孔が水中堆積物中に深く潜行した位置における吸引孔だけであると、管材内に水流を
形成する負圧は維持されるものの、吸引孔近傍において水中堆積物を吸引するだけの負圧
がなくなり、取水口から取り入れられる水のみが流送される。そのため、水中堆積物の吸
引過程において、水中堆積物に深く潜行しない位置に吸引孔が常に存在するよう、シート
部材が密着された部分から取水口に向けて延在する管材の延在部の延在方向に複数の孔を
並設すると、水中堆積物に深く潜行していない位置の孔の働きにより、管材内に水中堆積
物を吸引する負圧が維持され、吸引パイプの先端側に設けられる側部吸引孔をはじめとす
る水中堆積物に潜行した位置の各孔からの水中堆積物の吸引が補助されることとなり、水
中堆積物の堆積深さが深い場合であっても、安定して水中堆積物の吸引・流送が可能にな
るものと推察される。
【００１４】
　本発明は、前記知見に基づくものであり、前記課題を解決するための手段としては、以
下の通りである。即ち、
　＜１＞　閉鎖的な水域の水底に堆積した水中堆積物を水と一緒に吸引して他の領域に流
送するための水中堆積物流送用の吸引パイプであって、両端が開口した可撓性を有する管
材から形成され、該管材の一端が水の取り入れ口である取水口とされ、他端が前記水中堆
積物及び前記水を吐き出す吐出口側の接続端とされ、前記両端の中間部には、前記管材を
折返して固定した折返し部が形成され、この折返し部を含む前記管材の水底側に位置する
下部にシート部材が密着されており、前記シート部材及び該シート部材が密着される部分
の前記管材には、下部吸引孔が連穿されるとともに、前記シート部材より水面側の上方に
あって前記折返し部の先端部分にあたる前記管材の側部には、側部吸引孔が穿設され、更
に、前記シート部材が密着された部分から前記取水口に向けて延在する前記管材の延在部
が、前記吸引パイプによる吸引とともに変化する前記水中堆積物の形状に追随して変形可
能な可撓性を有し、かつ、前記延在部の下部側には、その延在方向に前記下部吸引孔及び
前記側部吸引孔の吸引を補助する複数の吸引補助孔が並設されていることを特徴とする水
中堆積物流送用の吸引パイプ。
　＜２＞　折返し部のある管材の下部が切り欠かれ、この切り欠かれた部分にシート部材
が密着される前記＜１＞に記載の水中堆積物流送用の吸引パイプ。
　＜３＞　吸引補助孔の孔径が、管材の管径をｄとしたとき、０．２ｄ～０．７ｄである
前記＜１＞から＜２＞のいずれかに記載の水中堆積物流送用の吸引パイプ。
　＜４＞　管材の延在部に吸引補助孔を並設する間隔が、管材の管径をｄとしたとき、２
ｄ～５ｄである前記＜１＞から＜３＞のいずれかに記載の水中堆積物流送用の吸引パイプ
。
　＜５＞　シート部材の外縁部には、その縁沿いに水中堆積物の表面形状の変化に追随可
能な可撓性を有する錘が配設される前記＜１＞から＜４＞のいずれかに記載の水中堆積物
流送用の吸引パイプ。
　＜６＞　折返し部の先端部分からのシート部材の張出し長さが、管材の管径をｄとした
とき、２．５ｄ以下である前記＜１＞から＜５＞に記載の水中堆積物流送用の吸引パイプ
。
　＜７＞　折返し部の側面部分からのシート部材の張出し長さが、管材の管径をｄとした
とき、１ｄ～３ｄであり、前記シート部材の前記管材の長手方向に沿った長さが、５ｄ～
１５ｄである前記＜１＞から＜６＞のいずれかに記載の水中堆積物流送用の吸引パイプ。
　＜８＞　水中堆積物の堆積深さを予め把握し、その深さ及び前記水中堆積物の水中安息
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角から吸引終了時に前記水中堆積物に形成されるすり鉢状の窪みの最大形状を割り出して
算出される前記最大形状の斜面長さに対し、延在部の管長が長く設定されるとともに、そ
の長く設定された部分又はその部分の近傍まで吸引補助孔が並設される前記＜１＞から前
記＜７＞のいずれかに記載の水中堆積物流送用の吸引パイプ。
　＜９＞　取水口に屈曲したエルボー管が接続され、該エルボー管の開口端が上向きに設
置される前記＜１＞から＜８＞のいずれかに記載の水中堆積物流送用の吸引パイプ。
　＜１０＞　閉鎖的な水域の水底に堆積した水中堆積物を水と一緒に吸引して他の領域に
流送する水中堆積物の流送装置であって、前記＜１＞から＜９＞のいずれかに記載の吸引
パイプと、該吸引パイプの管内に前記水中堆積物を吸引するための水流を発生させる水流
発生手段と、を有することを特徴とする水中堆積物の流送装置。
　＜１１＞　前記＜１０＞に記載の水中堆積物流送装置を用い、閉鎖的な水域の水底に堆
積した水中堆積物を水と一緒に吸引して他の領域に流送する水中堆積物の流送方法であっ
て、吸引パイプを前記水中堆積物の上に設置し、水流発生手段で前記吸引パイプの管内に
水流を発生させ、その水流で前記吸引パイプの管内を負圧にすることにより、下部吸引孔
、側部吸引孔及び吸引補助孔から前記水と一緒に前記水中堆積物を吸引させ、その負圧で
前記吸引パイプの折返し部を先端として前記水中堆積物に潜行させ、該先端を中心に前記
水中堆積物にすり鉢状の窪みを形成しながら前記水中堆積物を浚渫することを特徴とする
水中堆積物の流送方法。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、従来における前記諸問題を解決することができ、大掛かりな施設や動
力を必要とせず、単純な構造により実現可能であり、設置が容易なうえ経済的であり、天
候に左右されず、水中堆積物の堆積深さが深い場合であっても、水底に堆積した水中堆積
物を効率良く安定的に他の領域に流送可能とする水中堆積物流送用の吸引パイプ、並びに
該吸引パイプを用いた水中堆積物の流送装置及び流送方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】従来例に係る吸引パイプの平面図である。
【図２】図１に示す吸引パイプの側面図である。
【図３】この発明の実施の形態に係る水中堆積物の流送装置の概略構成と、水中堆積物及
び流送装置の作業開始前の状況を鉛直断面で表す説明図である。
【図４】図３に示す流送装置の作業中の状況を表す説明図である。
【図５】図３に示す流送装置の作業終了時の状況を表す説明図である。
【図６】本発明の一実施の形態に係る吸引パイプの平面図である。
【図７】図６に示す吸引パイプの側面図である。
【図８】図６に示す吸引パイプの折返し部を主に示す拡大平面図である。
【図９】図８に示す折返し部の底面図である。
【図１０】図６に示す折返し部のＸ－Ｘ線切断端面図である。
【図１１】図６に示す折返し部の先端部分の側面図である。
【図１２】本発明の他の実施形態に係る吸引パイプの平面図である。
【図１３】図１２に示す吸引パイプの側面図である。
【図１４】比較例に係る吸引パイプを用いた水中堆積物の流送実験の実験結果を示すもの
であり、（ａ）は水中堆積物の流送実験終了時の水中堆積物の標高位置をその横断方向の
距離に応じてプロットしたグラフ、（ｂ）は（ａ）でプロットされる実験結果を数値とし
て示す表である。
【図１５】実施例に係る吸引パイプを用いた水中堆積物の流送実験の実験結果を示すもの
であり、（ａ）は水中堆積物の流送実験終了時の水中堆積物の標高位置をその横断方向の
距離に応じてプロットしたグラフ、（ｂ）は（ａ）でプロットされる実験結果を数値とし
て示す表である。
【発明を実施するための形態】
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【００１７】
　この発明の一実施の形態を、図面を参照して説明する。
【００１８】
（水中堆積物の流送装置）
　先ず、本発明に係る水中堆積物の流送装置の実施の形態について図３～５を用いて説明
する。図３～５は、本発明に係る水中堆積物の流送装置の一実施の形態である流送装置の
概略構成と、その浚渫作業の進行状況を鉛直断面で示す説明図であり、図３は、吸引開始
前を、図４は、吸引作業中を、図５は、吸引終了時を示し、各図の（Ａ）は、鉛直断面図
、（Ｂ）は、平面図をそれぞれ示している。
【００１９】
　図中の符号Ａは、閉鎖的な水域の一例として挙げるダム貯水池であり、符号Ｄは、その
ダムを、符号Ｓは、水中堆積物を示し、符号１は、本発明に係る水中堆積物の流送装置の
一実施の形態として例示する流送装置である。この流送装置１は、ダム貯水池Ａから水中
堆積物Ｓを水と一緒に吸引して下流域Ｂへ放出（排出）するための水中堆積物Ｓの移送経
路である流送管２と、この流送管２の内部に水流を発生させる水流発生手段３と、流送管
２から放出する水中堆積物Ｓ及び水の流量を制御する流量制御手段４とから主に構成され
、ダム貯水池Ａの底に堆積した水中堆積物Ｓを水と一緒に吸引して浚渫し、下流域Ｂに放
出する機能を有した装置である。
【００２０】
　流送管２は、ダム貯水池Ａ側の端部が取水口２ａに、下流域Ｂ側の端部が吐出口２ｂと
なっており、ダム貯水池Ａから下流域Ｂに亘ってダムＤを貫通して配管され、その取水口
２ａ側（吸引側）の先端（図中のダム貯水池Ａ側の端）部分が、本発明に係る後述の吸引
パイプ５となっている。この流送管２の管材としては、高密度ポリエチレン管、塩化ビニ
ル管などの樹脂製管や、鋼管、鋳鉄管、ステンレス管などの金属製管などを使用できるが
、後述の水流発生手段３で発生させた水流による負圧を維持できるだけの水密性、気密性
、及び耐圧性を有している管材であればよい。
　なお、流送管２は、必ずしもダムＤを貫通する必要はなく、ダムＤの上端の上方に迂回
するように配管されていても構わないが、サイホン現象を利用する場合には、取水口２ａ
より所定の水頭圧が得られる分だけ上方に迂回して下流域Ｂ側へ配管される必要がある。
【００２１】
　水流発生手段３は、流送管２の途中に一般的な流体ポンプ３０を備え、この流体ポンプ
３０でダム貯水池Ａから水と水中堆積物Ｓを吸引してサイホン現象を誘引する初期水流を
発生させ、一旦水流が流れ出した後は流体ポンプ３０を停止して、流送管２の頂部を超え
た水流が落下する水頭圧でダム貯水池Ａから水を吸引し、水流が持続するようになってい
る。勿論、サイホン現象を利用するのではなく、流体ポンプ３０の動力だけで水流を発生
させてもよく、また、流体ポンプ３０を設けず、流送管２の取水口２ａが吐出口２ｂより
高く、且つ、流送管２を直線的に配管して、取水口２ａと吐出口２ｂとの水位差（高低差
）を利用して水流が発生するようにしても構わない。即ち、水流発生手段３は、流送管２
の管内に水流を発生させることができる構成であればよい。但し、流体ポンプ３０を稼動
するには動力（電力や軽油等を用いた発動機など）が必要であり、ランニングコストが嵩
むため、本実施の形態のように、サイホン現象を利用することが好ましい。
【００２２】
　流量制御手段４は、吐出口２ｂ付近に吐出ゲート４０を有し、この吐出ゲート４０を開
閉することで流送管２の管内の有効開口面積を調整可能に構成されており、この吐出ゲー
ト４０の開閉を制御することで、吸引パイプ５からの水中堆積物Ｓの吸引量も調節するこ
とができ、完全に吐出ゲート４０を閉じることで、吸引パイプ５からの水中堆積物Ｓの吸
引も止めることができる。また、この吐出ゲート４０は、吐出口２ｂ付近（即ち、頂部か
ら十分な距離を置いた下方）に設置されているので、この吐出ゲート４０を再び開くだけ
で、流送管２の頂部から吐出ゲート４０までに溜まっていた水が落下して、その水頭圧で
吸引パイプ５からの水中堆積物Ｓの再吸引が可能である。つまり、吐出ゲート４０を閉鎖
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して吐出ゲート４０から流送管２の頂部まで一旦水を溜めることができれば、前記流体ポ
ンプ３０を作動させなくても、吸引パイプ５からの吸引を何時でも再開することができる
。
　なお、吐出ゲート４０は、勿論、バルブなどの調整弁であってもよく、流送管２の管内
の有効開口面積を調整可能な機構であればよい。
【００２３】
（吸引パイプ）
　次に、本発明に係る吸引パイプの一実施の形態について、図６～図１１を用いて説明す
る。図６は、本発明の一実施の形態に係る吸引パイプの平面図、図７は、図６に示す吸引
パイプの側面図、図８は、図６に示す吸引パイプの折返し部を主に示す拡大平面図、図９
は、図８に示す折返し部の底面図、図１０は、図６に示す折返し部のＸ－Ｘ線切断端面図
、図１１は、図６に示す折返し部の先端部分の側面図である。
【００２４】
　図示する吸引パイプ５は、両端が開口した可撓性を有する管材を主材とする管本体５０
から主に構成され、一方の開口端が、取水口２ａに、他方の開口端が、水流発生手段３や
吐出口２ｂに続く接続端５１となっている。また、取水口２ａと接続端５１との略中央に
位置する中間部には、管本体５０の管材を平面視でＵ字状又は馬蹄形状に折返して固定し
た折返し部５２が形成され、この折返し部５２を含む管本体５０の水底側に位置する下部
に沿ってシート部材５３が密着されている。また、折返し部５２で折返され、シート部材
５３が密着された部分から取水口２ａに向けて延在する管本体５０の部分として、延在部
６０が形成されている。
　なお、折返し部５２の管材の折返し形状は、平面視で楕円形や円形であってもよく、取
水口２ａと連通した管材が折返し固定されていればよい。
【００２５】
　管本体５０は、本実施の形態では、硬質高密度ポリエチレンの螺旋状の線材と、この線
材間を繋ぐ軟質高密度ポリエチレンの膜とからなる蛇腹状のフレキシブル管から構成され
ているが、水流発生手段３で発生させた水流による負圧を維持できるだけの水密性、気密
性、及び耐圧性と、浚渫作業の進行につれて変化する水中堆積物Ｓの後述の「すり鉢状」
の窪みの深さや表面形状の変化（図３～図５参照）に追随可能な可撓性を有している管材
から構成されていればよい。なお、本実施の形態に係る管本体５０の管径としては、実際
の閉鎖水域に適用する場合には、２００ｍｍ～１，０００ｍｍ程度のものを想定している
が、流送装置１を設置する閉鎖水域（例えば、ダム貯水池）の規模や、浚渫作業の期間な
どを考慮して適宜選択可能であることは云うまでもない。
【００２６】
　折返し部５２では、図７，１１に示すように、管本体５０の下部にシート部材５３が密
着され、シート部材５３と該シート部材５３が密着された部分の管本体５０に、図６，９
に示すように、水中堆積物Ｓの吸引用の複数の下部吸引孔５４が連穿されている。また、
取水口２ａに最も近い位置に設けられる下部吸引孔５４に隣接して、折返し部５２の先端
５２ａ側から取水口２ａ側に向けた位置に、下部吸引孔５４’が下部吸引孔５４と同様に
連穿されている。また、図１１に示すように、折返し部５２の先端５２ａには、水中堆積
物Ｓの吸引用の側部吸引孔５５がシート部材５３の水面側となる上方に穿設されている。
本実施の形態の下部吸引孔５４，５４’としては、管材の管径をｄとして、１／２ｄの大
きさのものが７個（下部吸引孔５４が５個、取水口２ａ側の下部吸引孔５４’が２個）設
けられ、側部吸引孔５５としては、１／３ｄの大きさのものが１個設けられている。なお
、本実施の形態では、管本体５０の下部にシート部材５３が形成されている例を示してい
るが、管本体５０の管径ｄに応じて、管本体５０と同材などの所定の強度や剛性を有した
材料からなる底板を設けて補強し、その底板の外部からシート部材を密着してもよい。ま
た、シート部材５３と管本体５０との密着方法としては、接着、熱溶着、超音波溶着等の
固着方法など、一般的な密着方法を適用することができる。
【００２７】
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　シート部材５３は、柔軟性と不透水性を有するビニールシートなどの樹脂シートからな
る。この柔軟性と不透水性を有することで、水中堆積物Ｓの吸引を開始して吸引パイプ５
が水中堆積物Ｓに潜行するまでの吸引初期段階に、吸引作業の進行につれて変化する水中
堆積物Ｓのすり鉢状の窪みＳａの表面形状に追随し、水中堆積物Ｓとシート部材５３との
間に水みちができることを抑制することができる。
　また、シート部材５３は、管本体５０の管径をｄとして、図６～８に示す管本体５０の
長手方向に沿った長さＬ１が５ｄ～１５ｄ、折返し部５２の先端５２ａからの張出し長さ
Ｌ２が２．５ｄ以下、図６，８に示す折返し部５２の側面部分からの張出し長さＬ３が１
ｄ～３ｄの大きさに設定されている。
　Ｌ１及びＬ３の大きさとしては、模型実験等から管径ｄに対する水中堆積物Ｓの吸引量
が最も多くなるように試行錯誤して設定されたものであり、シート部材５３が水中堆積物
Ｓの表面形状の変化に追随して吸引力を維持し続けることができるとともに、吸引パイプ
５が水中堆積物Ｓに潜行する（潜り込む）のを妨げない最適な大きさとなっている。
　また、Ｌ２が２．５ｄ以下であると、シート部材５３の折返し部５２の先端５２ａから
の張出し部分が、側部吸引孔５５の吸引力で捲れ上がって側部吸引孔５５を塞いでしまう
おそれがなくなる。
　また、Ｌ２としては、１／３ｄ以下が特に好ましい。Ｌ２の長さが１／３ｄを超える場
合、水中堆積物の堆積状況によっては、シート部材５３の前記張出し部分が依然として側
部吸引孔５５を塞いでしまうおそれがあり、１／３ｄ以下とすることで、より確実に側部
吸引孔５５の塞ぎ込みを抑制することができる。
　なお、変形例として後述する、管本体５０’の下部を切り欠いてシート部材５３’を配
する吸引パイプ５’（図１２及び図１３参照）においては、シート部材５３’が管本体５
０’の下部に安定的に配されるため、Ｌ２の長さが１／３ｄを超える場合であっても、側
部吸引孔５５の塞ぎ込みを抑制することができる。
【００２８】
　このシート部材５３の外縁部は、樹脂シートがその縁沿いに袋状に折返して固着されて
おり、その袋状部分５３ａにチェーン材からなる錘５６が内包されている。このため、ダ
ム貯水池Ａ（閉鎖的な水域）内を流れる水流や、吸引の際に吸引パイプ５の周りに発生す
る水流によりシート部材５３が捲れ上がったり、皺などが発生したりすることがない。ま
た、シート部材５３は、水中堆積物Ｓの表面形状の変化に追随可能な柔軟性を有している
ので、シート部材５３と水中堆積物Ｓとの間に空間ができ、そこが水みちとなって吸引力
が低下してしまうおそれが少なくなる。そのうえ、シート部材５３の水中での展開も、錘
５６の重力により何ら労力を掛けることなく自然に展開することができる。
　勿論、この錘５６は、チェーン材に限られるものではなく、例えば、シート部材５３の
縁の周りに小さな所定間隔を空けて取り付けられたトビトビの錘などでもよく、水中堆積
物Ｓの表面形状の変化に追随可能な可撓性を有し、シート部材５３の縁を押えて下部吸引
孔５４の吸引力を密封できる錘であればよい。
【００２９】
　延在部６０は、図６及び図７に示すように、シート部材５３が密着された部分から取水
口２ａに向けて延在し、図６の破線で示すように、その下部側の延在方向に複数の吸引補
助孔６１が並設されている。この吸引補助孔６１は、水中堆積物Ｓの吸引作業中、吸引パ
イプ５が水中堆積物Ｓ中に潜行した際、側部吸引孔５５をはじめとして潜行した位置に存
在する各孔からの吸引を補助し、水中堆積物Ｓの堆積深さＴ１（図３～５参照）が深い場
合であっても、安定した水中堆積物の吸引・流送を可能とする。
　なお、延在部６０に対して吸引補助孔６１を並設する箇所としては、下部側であれば特
に制限はなく、具体的には、管状の延在部６０を半割りしたときに、水底側であればよい
。
【００３０】
　延在部６０が配される、折返し部５２の先端５２ａから取水口２ａ（２ａ’）までの管
材の長さＤ１は、すり鉢状の窪みＳａの最大形状の斜面長さＤ２（図５参照）よりも長く
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設定されており、延在部６０には、その長く設定された部分又はその部分の近傍まで吸引
補助孔６１が並設されている。
　このように延在部６０を設定することで、水中堆積物Ｓの吸引作業の進行状況に応じて
形状が変化するすり鉢状の窪みＳａに対して、いずれかの吸引補助孔６１が常に水中堆積
物Ｓ中に潜り込まない位置に存在させることができ、潜行した位置に存在する各孔に対す
る水中堆積物Ｓの吸引補助を期待することができる。
　また、延在部６０の端部をなす取水口２ａがすり鉢状の窪みＳａより常に外に設置され
ていることとなり、崩落土砂等が詰まって吸引パイプ５の管内の水流がストップしてしま
すことを抑制することができる。
　なお、Ｄ１は、以下の手順で設定することができる。先ず、水中堆積物Ｓの堆積深さＴ
１をボーリング調査等で直接測定したり、土砂堆積の年平均の厚さなどから予測したりす
るなどして何らかの方法で予め把握しておく。水中堆積物Ｓの水中安息角θは、水中堆積
物Ｓの組成などからある程度予測がつくので、図５に示すように、堆積深さＴ１と水中安
息角θとから吸引終了時に形成されるすり鉢状の窪みＳａの最大形状を割り出す。次に、
そのすり鉢状の窪みＳａの最大形状の斜面長さＤ２を算出する。そして、Ｄ１が斜面長さ
Ｄ２より長くなるよう設定する。
【００３１】
　吸引補助孔６１の孔径φ（図６の拡大部参照）としては、管材の管径をｄとしたとき、
０．２ｄ～０．７ｄの範囲とされることが好ましい。この孔径φが０．２ｄ未満であると
、潜行した位置に存在する各孔に対する水中堆積物Ｓの吸引補助が十分期待に期待できな
いことがあり、孔径φが０．７ｄを超えると、吸引パイプ６１の強度が損なわれるおそれ
がある。
　また、延在部６０に吸引補助孔６１を並設する間隔ｐ（図６参照）としては、２ｄ～５
ｄの範囲とされることが好ましい。即ち、吸引補助孔６１は、延在部６０の延在方向にな
るべく密に並設されることが好ましく、間隔ｐが５ｄを超えて疎になると、吸引作業が進
行するにつれて、水中堆積物Ｓに潜り込まない位置に存在する数が少なくなり、十分な吸
引補助の働きを確保できなくなることがあり、間隔ｐが２ｄ未満で密に過ぎると、吸引パ
イプ６１の強度が損なわれるおそれがある。
【００３２】
　吸引パイプ５は、図６，７に示すように、取水口２ａの先に、屈曲したエルボー管５７
を接続し、図示しない台座などを取り付けて、このエルボー管５７の開口端が上向きにな
るよう設置して、その開口端を取水口２ａ’とすることが好ましく、そうすることにより
、水中堆積部Ｓに取水口２ａが埋没して、一度に高濃度の土砂等を吸引し、吸引パイプ５
の管内が詰まって水流がストップすることを抑制することができる。
【００３３】
（変形例）
　前記実施の形態の変形例として、吸引パイプの他の実施の形態を図１２，１３に示す。
図１２は、この実施の形態に係る吸引パイプの平面図であり、図１３は、その側面図であ
る。
　この変形例に係る吸引パイプ５’では、折返し部５２’のある管本体５０’の下部が切
り欠かれ、この切り欠かれた部分にシート部材５３’が密着される構成とされる。
　このように構成することで、吸引の初期段階において、すり鉢状の窪みＳａの表面形状
の変化に対し、安定した状態で追随し易くなるとともに、その後、折返し部５２’のある
先端側から吸引パイプ５’が水中堆積物Ｓに潜行し易くすることができる。
　なお、これ以外の構成については、吸引パイプ５０と同様の構成であるため、説明を省
略する。
【００３４】
（水中堆積物の流送装置の動作及び水中堆積物の流送方法）
　次に、流送装置１の動作及び水中堆積物の流送方法について、図３～図５を用いて説明
する。先ず、図３に示すように、流送管２の先端部分である吸引パイプ５をダム貯水池Ａ
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の底に溜まった水中堆積物Ｓの上に設置する。そして、水流発生手段３で吸引パイプ５（
流送管２）の管内に水流を発生させる。水流が発生すると吸引パイプ５（流送管２）の管
内は、周りと比べて負圧となるため、下部吸引孔５４が穿設されているシート部材５３が
水中堆積物Ｓに吸い付きこれと密着して、水中堆積物Ｓの吸引が開始される。このとき、
取水口２ａからは、水流のもととなる清水（水中堆積物Ｓを含まないダム貯水池Ａの水）
を取水され、吐出口２ｂからは、水中堆積物Ｓと水との混合物を下流域Ｂへ排出される。
【００３５】
　次に、ある程度水中堆積物Ｓの浚渫が進行すると、図４に示すように、吸引パイプ５の
先端が水中堆積物Ｓに潜行してゆき、側部吸引孔５５からも水中堆積物Ｓの吸引が始まる
。すると、水中堆積物Ｓの表面には、吸引パイプ５の先端を中心に水中堆積物Ｓが浚渫さ
れた残痕であるすり鉢状の窪みＳａが形成されてゆき、その斜面上部からの水中堆積物Ｓ
の崩落と、側部吸引孔５５をはじめとする各吸引孔からの水中堆積物Ｓの吸引を繰り返し
、徐々にこのすり鉢状の窪みＳａがすり鉢状に大きく成長してゆく。
　この際、側部吸引孔５５をはじめとする水中堆積物Ｓ中に潜行する位置における各吸引
孔に対し、水中堆積物Ｓに深く潜行しない位置に吸引補助孔６１が常に存在することで、
水中堆積物Ｓに潜行する位置の各吸引孔による吸引が補助され、吸引パイプ５からの水中
堆積物Ｓの吸引がストップすることなく、すり鉢状の窪みＳａが成長してゆく。
【００３６】
　最終的には、図５に示すように、吸引パイプ５の先端がダム貯水池Ａの底に達し、下部
吸引孔５４からの水中堆積物Ｓの吸引がストップし、最後に、水中堆積物Ｓに埋没・潜行
していた側部吸引孔５５が水中堆積物Ｓから姿を現し、完全に水中堆積物Ｓの吸引が終了
する。なお、前述のように、この流送装置１は、流量制御手段４の吐出ゲート４０を開閉
するだけで、水中堆積物Ｓの吸引を何時でも停止することができるだけでなく、何時でも
再開することができる。このため、台船などを出航させる必要がなく、ダム貯水池Ａ（閉
鎖的な水域）の天候や、波浪などの気象状況に影響されず何時でも安全、且つ、極めて容
易に水中堆積物Ｓを下流域Ｂへ移送することができる。
【００３７】
　以上のように、本実施の形態に係る流送装置１によれば、水中堆積物Ｓの吸引の進行に
つれ、水中堆積物Ｓにすり鉢状の窪みが形成され、この窪みの斜面から水中堆積物Ｓが崩
落して、吸引パイプ５の先端に位置する側部吸引孔５５から一度に高濃度の水中堆積物Ｓ
を吸引して詰まってしまったような場合でも、取水口２ａ（２ａ’）から常に清水（水中
堆積物Ｓを含まないダム貯水池Ａの水）を取水可能なため、吸引パイプの管内の水流がス
トップしてしまうようなことがない。また、水中堆積物Ｓの堆積深さＴ１が深い場合であ
っても、水中堆積物Ｓに深く潜行しない位置に吸引補助孔６１が常に存在することで、水
中堆積物Ｓに潜行する位置の各吸引孔による吸引が補助され、吸引パイプ５からの水中堆
積物Ｓの吸引がストップしてしまうことがない。このため、大掛かりな施設や動力を必要
とせず継続して水中堆積物Ｓの浚渫作業を継続することができ、結果的に、水中堆積物Ｓ
の堆積深さＴ１が深い場合であっても、この水中堆積物Ｓを安定して効率良く、大量に移
送等が可能である。また、単純な構造により実現しているので経済的で壊れ難く、そのう
え、吸引パイプ５を運搬して水中堆積物Ｓの上に設置するだけなので、極めて容易に設置
することができる。このため、天候に左右されずに作業が可能であり、安全である。
【００３８】
　この発明の実施の形態を、閉鎖的な水域としてダムの貯水池を例に挙げて説明したが、
本発明の適用範囲は、ダム貯水池に限られるものではなく、ダム、溜池、下水処理場など
の貯水施設や、自然の河川、湖沼、池、又は運河など浚渫作業が必要な閉鎖的な水域には
適用することができるものである。また、堆積物を下流域に流送・放出する場合で説明し
たが、流送とは、他の領域（他の水域や他の場所）に移送することだけでなく、廃棄する
場合も含むものである。なお、実施の形態を説明するのに使用した、流送管（吸引パイプ
以外の部分）の構成や、水流発生手段、流量制御手段などは、あくまでも好ましい一例を
示すものであり、他の公知技術と置換可能である。その場合であっても、前記効果を奏す
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ることは明らかである。勿論、図面で示した各構成の形状や寸法等も、好ましい一例を示
すものであり、その実施に際しては特許請求の範囲に記載した範囲内で、任意に設計変更
・修正ができることは云うまでもない。
【実施例】
【００３９】
（比較例）
　本発明の実施例との比較を行うための比較例として、図１及び図２に示す吸引パイプ１
００と同様の構成からなる吸引パイプを作製した。
　この吸引パイプにおいては、後述する水中堆積物の流送実験のために作製した水槽の大
きさに合わせ、管材の管径を１０ｃｍとし、折返し部から吐出口側の接続端までの管材長
さを４ｍとし、折返し部から取水口までの管材長さを４ｍ弱とし、取水口に接続されるエ
ルボー管の湾曲高さを底部から４０ｃｍとした。ここで、シート部材が密着された部分か
ら取水口に向けて延在する管材の延在部の長さは、水中堆積物の堆積深さと水中堆積物の
水中安息角に基づき、吸引終了時に水中堆積物に形成されるすり鉢状の窪みの最大形状を
割り出して算出される、該最大形状の斜面長さよりも長くなるように設定した。
　なお、シート部材の大きさは、管材の長手方向における長さを１ｍとし、幅を６０ｃｍ
とした。また、この吸引パイプに穿設される側部吸引孔の孔径を３３ｍｍ、下部吸引孔の
孔径を４５ｍｍとした。
【００４０】
＜水中堆積物の流送実験＞
　閉鎖水域のモデルとして、実際の閉鎖水域から中規模程度に縮尺した模擬実験水槽を準
備した。模擬実験水槽の大きさは、長さ７．５ｍ、幅７．５ｍ、深さ３．５ｍとした。
　この模擬実験水槽に水と水中堆積物とを流し入れ、表面が略水平で、堆積深さが２ｍと
なるように水中堆積物を調整し、水面高さが水中堆積物の表面に対し、１．３ｍ程度高く
なるように調整した。
　また、この実験系では、模擬実験水槽の側面上部に流送管を貫通させ、その流送管の一
端を吸引パイプの接続端と接続するため模擬実験水槽の内部に配置し、他端（吐出口）を
吸引パイプから吸引される水中堆積物及び水を吐出すため模擬実験水槽の外部に配置し、
同時に水位差（高低差）を利用して水流が形成されるように流送管の配管調整を行った。
【００４１】
　このような模擬実験水槽に対し、吸引パイプの一端（吐出口側）を流送管に接続し、吸
引パイプの折返し部を有する側の先端を水中堆積物表面の中心位置に配置し、吸引パイプ
の他端（取水口）が水中に存するように配置して、比較例に係る吸引パイプを設置した。
　この状態で流送管の吐出ゲートを開いて吸引パイプ及び流送管内に水流を形成させ、吸
引パイプから流送管を介して模擬実験水槽内の水中堆積物を水とともに模擬実験水槽外に
流送する水中堆積物の流送実験を行った。その結果を図１４に示す。
【００４２】
　図１４の（ａ）は、比較例における水中堆積物の流送実験終了時の水中堆積物の標高位
置をその横断方向の距離に応じてプロットしたグラフである。なお、横断方向の距離は、
模擬実験水槽の中心を基準（０ｃｍ）とした水中堆積物の横断方向との距離を表したもの
である。また、標高は、流送実験開始前の水中堆積物の堆積深さを基準（０ｃｍ）とした
水中堆積物表面の高さ位置を表したものである。また、図１４の（ｂ）は、（ａ）でプロ
ットされる実験結果を数値として示した表である。
　この図１４に示されるように、比較例に係る吸引パイプを用いた水中堆積物の流送実験
においては、水中堆積物にすり鉢状の窪みを形成するように水中堆積物を吸引・流送する
ことができているものの、すり鉢状の窪みが最深部で標高－１２５．６ｃｍにとどまり、
水中堆積物の堆積深さである－２００ｃｍまで到達しない結果となった。
　この実験では、吸引パイプの先端が模擬実験水槽の底面近くまで潜行していたことが確
認され、その上方に６０ｃｍ以上の水中堆積物が残存する状態であったが、すり鉢状の窪
みが最深部で標高－１２５．６ｃｍとなった時点で、水中堆積物の吸引が確認されなくな
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り、水のみの流送となることが確認された。
【００４３】
（実施例）
　比較例の吸引パイプにおいて、シート部材が密着された部分から取水口に向けて延在す
る管材の延在部の下部側に、その延在方向にかけて複数の吸引補助孔を並設したこと以外
は、略同様の構成として、実施例に係る吸引パイプを作製した。なお、その他の相違点と
してこの実施例に係る吸引パイプにおいては、折返し部を有する管材の下部を切り欠かず
に、シート部材を密着させることとし、折返し部から取水口に向けて２つの下部吸引孔を
増設した（図６参照）。
　また、吸引パイプにおける管材の管径と、折返し部から取水口までの管材長さとの関係
から、吸引補助孔の孔径を４．５ｃｍ（管材の管径（１０ｃｍ）をｄとして、０．４５ｄ
）とし、吸引補助孔を設ける間隔を２５ｃｍ（管材の管径（１０ｃｍ）をｄとして、２．
５ｄ）とし、更に、この間隔で１０箇所に吸引補助孔を並設し、最も取水口に近い位置に
穿設される吸引補助孔がすり鉢状の窪みの最大形状の斜面長さよりも長く設定された管材
延在部の部分に穿設されるように設定した。
【００４４】
＜水中堆積物の流送実験＞
　模擬実験水槽に対し、比較例に係る吸引パイプと同様に実施例に係る吸引パイプを設置
し、実施例に係る吸引パイプを用いた水中堆積物の流送実験を行った。その結果を図１５
に示す。
【００４５】
　図１５の（ａ）は、実施例における水中堆積物の流送実験終了時の水中堆積物の標高位
置をその横断方向の距離に応じてプロットしたグラフである。また、図１５の（ｂ）は、
（ａ）でプロットされる実験結果を数値として示した表である。
　この図１５に示されるように、実施例に係る吸引パイプを用いた水中堆積物の流送実験
においては、水中堆積物にすり鉢状の窪みを形成するように水中堆積物を吸引・流送する
ことができ、更に、すり鉢状の窪みが最深部で－１９５．０ｃｍに到達し、水中堆積物の
堆積深さである－２００ｃｍに略到達する結果となった。なお、すり鉢状の窪みが水中堆
積物の堆積深さに到達しなかったのは、吸引パイプの先端側が模擬実験水槽の底面に到達
したためであり、水中堆積物の堆積深さが－２００ｃｍを超える場合であっても、吸引パ
イプの先端が更に深い位置に潜行することで、その深さにおける水中堆積物の吸引・流送
を十分期待することができる。
【００４６】
（実験結果について）
　これらの結果から、比較例に係る吸引パイプを用いた水中堆積物の流送実験と比べて実
施例に係る吸引パイプを用いた水中体積物の流送実験の方が、より深い位置の水中堆積物
を吸引・流送可能であることが確認され、吸引パイプに吸引補助孔を設けると、水中堆積
物の堆積深さが深い閉鎖水域中の水中堆積物の吸引が困難となる問題を解決できることが
明らかとなった。
　このような結果が得られる要因としては、以下のように推察される。即ち、水中堆積物
の吸引を開始し、すり鉢状の窪みが形成されるにつれ、折返し部のある先端側から吸引パ
イプが水中堆積物の中に潜行していくが、この場合に吸引パイプに設けられる吸引孔が水
中堆積物中に深く潜行した位置における吸引孔だけであると、管材内に水流を形成する負
圧は維持されるものの、吸引孔近傍において水中堆積物を吸引するだけの負圧がなくなり
、取水口から取り入れられる水のみが流送される。そのため、水中堆積物の吸引過程にお
いて、水中堆積物に深く潜行しない位置に吸引孔が常に存在するよう、シート部材が密着
された部分から取水口に向けて延在する管材の延在部の延在方向に複数の吸引補助孔を並
設すると、水中堆積物に深く潜行していない位置の吸引補助孔の働きにより、管材内に水
中堆積物を吸引する負圧が維持され、吸引パイプの先端側に設けられる側部吸引孔をはじ
めとする水中堆積物に潜行した位置の各孔からの水中堆積物の吸引が補助されることとな
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り、水中堆積物の堆積深さが深い場合であっても、安定して水中堆積物の吸引・流送が可
能になるものと推察される。
【符号の説明】
【００４７】
　　　１　　　流送装置
　　　２，１０２　　　流送管
　　２ａ，２ａ’，１０２ａ，１０２ａ’　　　取水口
　　　２ｂ　　吐出口
　　　３　　　水流発生手段
　　３０　　　流体ポンプ
　　　４　　　流量制御手段
　　４０　　　吐出ゲート
　　５，５’，１００　　　吸引パイプ
　　５０，５０’，１５０　　管本体
　　５１，１５１　　　接続端
　　５２，５２’，１５２　　　折返し部
　　５２ａ　　　　先端
　　５３，５３’，１５３　　　シート部材
　　５４，５４’，１５４　　　下部吸引孔
　　５５，１５５　　　側部吸引孔
　　５６　　　錘
　　５７，１５７　　　エルボー管
　　６０　　　延在部
　　６１　　　吸引補助孔
　　　Ｓ　　　水中堆積物
　　　Ｓａ　　すり鉢状の窪み
　　　Ｄ　　　ダム
　　　Ａ　　　ダム貯水池（閉鎖的な水域）
　　　Ｂ　　　下流域（他の領域）
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